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平成２９年度第１回庁議提案 審議・報告・その他 

                     提 出 日：平成２９年４月１１日 

                     担当部・課：総務部防災推進課〔内線４１７５〕 

①件   名 

 石巻市消防団員等公務災害補償の見直しについて 

②施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

  「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律」が施行されたことにより、「非常勤

消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令」が改正された。 

  また、「労働者災害補償保険法施行規則及び炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法

施行規則」に定められている介護補償給付額について、労働政策審議会から答申されたことに基づ

き、「非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令第６条の２第１項の規定に基づき総務大

臣が定める金額を定める件」が改正された。 

これら２件の政令等の改正により、石巻市消防団員等公務災害補償条例も同様に改正が必要とな

ったもの。 

【目的】 

改正された規定に基づき、本市消防団員等公務災害補償条例で定めている損害補償の算定基礎と

なる額の加算額及び加算の対象並びに損害補償に係る介護補償の額を改定する。 

併せて、消防団員等に係る公務災害による損害補償の適正な運用を図るもの。 

 

③根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

 消防組織法（昭和２２年１２月２３日法律第２２６号） 

 一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年４月３日法律第９５号） 

 労働者災害補償保険法施行令（昭和５２年３月２３日政令第３３号） 

 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和３１年１１月８日政令第３３５号） 

 労働者災害補償保険法施行規則（昭和３０年９月１日労働省令第２２号） 

炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法施行規則 

（昭和４２年１０月２４日労働省令第２８号） 

 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令第６条の２第１項の規定に基づき総務大臣が

定める金額を定める件（平成１８年総務省告示第５０３号） 

 石巻市消防団員等公務災害補償条例（平成１７年４月１日条例第２７７号） 

  

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

 

④提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

平成２８年１１月２４日 一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律が公布 

（平成２９年４月１日施行） 

平成２９年 ３月２４日 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令第６条の２第１項の

規定に基づき総務大臣が定める金額を定める件の一部を改正する件が公布

（平成２９年４月１日施行） 

平成２９年 ３月２９日 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部を改正する政

令が公布（平成２９年４月１日施行） 
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⑤主な内容 

 

１ 非常勤消防団員等に対する損害補償（療養補償及び介護補償を除く）の補償基礎額の扶養親族に

関する加算額及び対象の改定 

対象 現行 改定後 

① 配偶者 加算額 433 円 333 円 

② 子 

加算額 217 円 267 円 

①の配偶者がいない場合の加算額 

（扶養親族一人に限る） 
367 円 333 円 

③ 孫 

④ 父母・祖父母 

⑤ 弟・妹 

⑥ 重度心身障害者 

加算額 217 円 217 円 

①の配偶者がいない場合の加算額

（扶養親族一人に限る） 
367 円 削除 

①の配偶者及び②の子がいない場

合の加算額（扶養親族一人に限る） 
― 

300 円 

（新設） 

 ※補償基礎額 ＝ 基礎額（勤務年数等によって判定） ＋ 加算額（扶養親族数等によって判定） 
 

２ 非常勤消防団員等に対する損害補償に係る介護補償額の改定（月額） 

対象 現行 改定 

① 常時介護を要す

る場合 

(1) 最高限度額 104,950 円 105,130 円 

(2) 親族等による介護を受けている

ときの最低補償額 
57,030 円 57,110 円 

② 随時介護を要す

る場合 

(1) 最高限度額 52,480 円 52,570 円 

(2) 親族等による介護を受けている

場合の最低補償額 
28,520 円 28,560 円 

 

３ 施行年月日  平成２９年４月１日 

４ その他    必要な経過措置を規定するとともに、文言整理を行う。 

 

⑥実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

  消防団員の公務災害補償について、適正な支給が図られる。 

【市財政への影響】 

  消防団員等公務災害補償基金より支出されるため、受給額の増額による市の財政的な負担は無い。 

 

（参考）改定後の遺族補償年金受給者の受給影響額 

種別 人数 金額 

増額  ４名 ７９，８００円 

減額 １０名 △１５３，４００円 

現行額  １名 ― 

改定対象外  ４名 ― 

計 １９名 △７３，６００円 

※損害補償に係る介護補償の対象者はいない。 

 

⑦他の自治体の政策との比較検討 

 他市町村においても同様の改正を行う。 

⑧今後の予定及び施行予定年月日 

 専決処分について、次回開催される市議会に報告し、その承認を求める。 

⑨その他 

  
 

 


